
　
国
の
緊
急
事
態
宣
言
の
延
長
下
に
お
い
て
、

経
済
活
動
を
含
め
さ
ま
ざ
ま
な
活
動
が
制
約

さ
れ
る
中
、
本
市
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
し

ば
ら
く
は
大
変
厳
し
い
も
の
と
想
定
し
て
い

ま
す
。
私
は
市
長
と
し
て
何
と
し
て
も
市
民

の
皆
さ
ま
の
生
命
や
財
産
を
守
る
た
め
、
感

染
症
対
策
や
経
済
対
策
を
優
先
的
に
実
施
し

て
い
き
ま
す
。

　
令
和
３
年
度
前
半
は
感
染
症
対
策
期
、
後

半
は
実
質
的
な
経
済
活
動
時
期
と
い
う
考
え

方
を
基
本
と
し
、
感
染
状
況
や
地
域
経
済
状

況
を
的
確
に
把
握
し
、適
時
か
つ
ダ
イ
ナ
ミ
ッ

ク
な
対
応
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　
特
に
、
感
染
症
の
収
束
へ
の
切
り
札
と
さ

れ
る
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
に
つ
い
て
は
、
速
や

か
に
市
民
の
皆
さ
ま
に
接
種
を
受
け
て
い
た

だ
け
る
よ
う
、「
ワ
ク
チ
ン
接
種
推
進
チ
ー
ム
」

を
新
た
に
設
置
し
準
備
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
個
別
接
種
を
中
心
に
、
集
団
接
種
や
職
域

で
の
接
種
を
組
み
合
わ
せ
て
行
え
る
よ
う
に
、

接
種
の
予
約
や
ワ
ク
チ
ン
管
理
な
ど
を
一
括

し
て
行
い
、
市
民
の
皆
さ
ま
に
分
か
り
や
す

く
、
接
種
実
施
医
療
機
関
の
負
担
を
軽
減
す

る
方
向
で
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

　
本
市
で
は
、
今
後
も
引
き
続
き
相
談
対
応

や
行
政
検
査（
P
C
R
検
査
）、
積
極
的
疫
学

調
査
の
実
施
、
啓
発
活
動
な
ど
を
継
続
し
、

感
染
症
の
収
束
に
向
け
、
職
員
の
総
力
を
結

集
し
て
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
時
代
の
先
に
あ
る
ポ
ス
ト

コ
ロ
ナ
時
代
を
見
据
え
て
い
く
上
で
、
さ
ま

ざ
ま
な
分
野
で
感
染
症
対
策
を
行
う
中
で
生

ま
れ
た
新
た
な
気
付
き
に
よ
っ
て
、
新
た
な

技
術
を
用
い
な
が
ら
、
新
た
な
ス
タ
イ
ル
に

変
化
さ
せ
、
さ
ら
な
る
価
値
へ
と
つ
な
げ
て

い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
本
市
で
は
、
強き
よ
う
じ
ん靭か

つ
自
律
的
な
地
域
経

済
を
目
指
し
、
企
業
の
Ｉ
Ｔ
化
を
含
む
D
X

（
※
1
）の
支
援
な
ど
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
社
会
へ

の
変
化
を
見
据
え
た
取
り
組
み
を
進
め
て
い

き
ま
す
。

　
ま
た
、
国
の
地
域
未
来
構
想
20（
※
2
）や

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル（
※
3
）な
ど
の
政

策
を
い
ち
早
く
取
り
入
れ
、
自
治
体
新
電
力

会
社
で
あ
る「
西
九
州
さ
せ
ぼ
パ
ワ
ー
ズ
」を

通
じ
て
、
拠
点
と
な
る
指
定
避
難
所
な
ど
に

太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
と
蓄
電
池
を
整
備
す
る

な
ど
、「
新
た
な
生
活
様
式
」に
対
応
し
た
社

会
的
な
環
境
整
備
の
た
め
の
取
り
組
み
を
進

め
て
い
き
ま
す
。

　　
政
府
で
は
感
染
症
対
策
を
契
機
と
し
て
、

手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
な
ど
行
政
の
デ
ジ

タ
ル
化
に
係
る
取
り
組
み
が
加
速
し
て
お
り
、

02

２
月
26
日
、
3
月
定
例
市
議
会（
会
期
は
3
月
12
日
ま
で
）が
開
か
れ
、
朝
長
市
長
が
令
和
3
年
度
の
施
政
方
針
や
当
初
予
算

案
な
ど
の
提
案
理
由
を
説
明
し
ま
し
た
。
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
時
代
の
先
に
あ
る
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
の

概
要
を
抜
粋
、
要
約
し
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

令
和
3
年
度 

施
政
方
針  

当
初
予
算

新
し
い
価
値
と
新
た
な
未
来
を
つ
く
る
市
政

施
政
方
針

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
を
見
据
え
た
対
策

行
政
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
デ
ジ
タ
ル
化

本
市
で
も
昨
年
11
月
に「
デ
ジ
タ
ル
・
ガ
バ

メ
ン
ト
準
備
室
」や
G
I
G
A
ス
ク
ー
ル
構

想
に
対
応
す
る「
ス
マ
ー
ト
・
ス
ク
ー
ル
・

S
A
S
E
B
O
推
進
室
」を
設
置
し
ま
し
た
。

　
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
に
向
け
て
行
政
サ
ー

ビ
ス
等
の
変
革
を
図
っ
て
い
く
た
め
に
は
、

行
政
サ
ー
ビ
ス
な
ど
に
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
よ

り
浸
透
さ
せ
変
化
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
そ
の
た
め
、
本
市
で
は「
デ
ジ
タ
ル
・

ガ
バ
メ
ン
ト
準
備
室
」と
情
報
部
門
等
を
再
編

し
た「
D
X
推
進
室
」を
設
置
し
、
新
た
な
Ｉ

Ｃ
Ｔ
戦
略
の
策
定
・
推
進
に
よ
っ
て
行
政
運

営
の
効
率
化
と
市
民
の
利
便
性
の
飛
躍
的
な

向
上
の
両
立
を
目
指
し
ま
す
。

　
ま
た
、
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
を
見
据
え
た「
新
た

な
日
常
」の
構
築
に
向
け
て
、
行
政
手
続
き
の

オ
ン
ラ
イ
ン
化
や
公
金
支
払
い
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
化
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
デ
ジ
タ
ル
化
の
取

り
組
み
を
一
層
強
化
し
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
デ

ジ
タ
ル
化
を
ウ
ィ
ズ
コ
ロ
ナ
時
代
に
お
け
る
感

染
予
防
対
策
と
し
て
の
手
段
に
と
ど
ま
ら
ず
、

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
時
代
へ
の
新
た
な
原
動
力
と
し

て
加
速
化
、
深
化
さ
せ
て
い
き
ま
す
。

　
2
0
2
0
年
住
民
基
本
台
帳
人
口
移
動
に

よ
る
報
告
書（
総
務
省
）に
よ
る
と
、
本
市
の

転
出
超
過
は
全
国
的
に
も
厳
し
い
状
況
で
す
。

本
市
か
ら
の
転
出
者
数
は
こ
こ
数
年
横
ば
い

な
が
ら
も
本
市
へ
の
転
入
者
が
減
少
し
て
お

り
、
特
に
若
い
世
代
の
転
入
者
の
減
り
方
に

特
色
あ
る
傾
向
が
見
受
け
ら
れ
ま
し
た
。

　
人
口
の
課
題
は
、
出
生
率
を
向
上
さ
せ
、

転
入
超
過
の
流
れ
に
誘
導
す
る
こ
と
が
基
本

的
な
改
善
方
法
で
あ
り
、
U
J
I
タ
ー
ン
に

よ
っ
て
若
い
世
代
を
外
部
か
ら
積
極
的
に
呼

び
込
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
に
は
、
地
場
企
業
や
産
業
の
振

興
、
新
た
な
雇
用
を
創
出
す
る
企
業
誘
致
を

は
じ
め
、
本
市
の
魅
力
や
情
報
を
発
信
す
る

こ
と
な
ど
経
済
対
策
だ
け
で
な
く
、
さ
ま
ざ

ま
な
分
野
で
政
策
の
総
動
員
的
な
展
開
が
必

要
だ
と
改
め
て
考
え
て
い
ま
す
。

　
ま
ず
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
や
経
済
・
雇
用
対
策
を
優
先
的
に
実
施

し
、
今
お
住
ま
い
の
市
民
の
皆
さ
ま
の
生
活

を
し
っ
か
り
守
り
、「
第
７
次
佐
世
保
市
総
合

計
画
」を
確
実
に
推
進
す
る
こ
と
で
発
展
的
な

佐
世
保
市
を
つ
く
る
こ
と
が
で
き
る
と
信
じ

て
い
ま
す
。

　「
第
7
次
佐
世
保
市
総
合
計
画
」は
、「
し

ご
と
」「
ひ
と
」「
ま
ち
」「
く
ら
し
」に「
行
政

経
営
」を
加
え
た
5
つ
の
分
野
で
市
の
基
本

的
な
姿
勢
や
中
長
期
的
な
展
望
を
明
ら
か
に

し
た
市
民
の
皆
さ
ま
と
行
政
に
と
っ
て
共
通

の
ま
ち
づ
く
り
の
指
針
で
す
。「
し
ご
と
」

が「
ひ
と
」を
呼
び
、「
ひ
と
」が「
し
ご
と
」

を
呼
び
込
む
好
循
環
ス
パ
イ
ラ
ル
を
実
現

し
、
本
市
の
誇
り
高
い
将
来
像
で
あ
る「
海

風
薫
り 

世
界
へ
は
ば
た
く
〝
キ
ラ
っ
都″

S
A
S
E
B
O
」の
実
現
を
目
指
し
ま
す
。

　
ま
た
、
市
民
の
皆
さ
ま
の
シ
ビ
ッ
ク
プ
ラ

イ
ド（
市
民
や
都
市
と
し
て
の
誇
り
）の
向
上

を
図
る
た
め
、
中
長
期
的
視
野
で
進
め
て
い

る
重
点
施
策「
8
つ
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
」に
も
力
を
入
れ
て
い
き
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
将
来
像
の
実
現
に
は
、
し
っ
か

り
と
し
た
他
都
市
に
負
け
な
い
安
全
・
安
心

な
都
市
基
盤
を
守
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
本

市
で
は
昨
年
3
月
に
国
土
強
靭
化
に
係
る
本

市
の
指
針
と
し
て「
佐
世
保
市
国
土
強
靭
化
地

域
計
画
」を
策
定
し
ま
し
た
。
近
年
、
激
甚
化

に
至
る
災
害
が
全
国
で
相
次
い
で
お
り
、
国

が
示
し
た「
防
災
・
減
災
、
国
土
強
靭
化
の
た

め
の
5
か
年
加
速
化
対
策
」に
合
わ
せ
て
し
っ

か
り
と
本
市
の
取
り
組
み
を
強
化
し
、
災
害

に
対
し
て
強
く
、
し
な
や
か
な
都
市
基
盤
を

構
築
し
て
い
き
ま
す
。

　
次
ペ
ー
ジ
以
降
で
は
、
令
和
3
年
度
に
お

け
る
総
合
計
画
の
各
分
野
の
主
な
取
り
組
み

や
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
を
紹

介
し
ま
す
。

※
1
＝
顧
客
や
社
会
の
ニ
ー
ズ
を
基
に
、
デ
ジ
タ

ル
技
術
に
よ
っ
て
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
、
組
織
の

在
り
方
等
を
変
革
す
る
こ
と

※
2
＝
地
域
の
社
会
経
済
構
造
そ
の
も
の
を
将
来
の

感
染
症
リ
ス
ク
に
対
し
て
も
強
靭
な
も
の
へ
と
改

革
す
る
こ
と
を
推
進
す
る
た
め
の
取
り
組
み

※
3
＝
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
中
で
二
酸
化
炭
素
の

排
出
と
吸
収
が
プ
ラ
ス
マ
イ
ナ
ス
ゼ
ロ
の
こ
と

03

九十九島観光公園から望む九十九島

人
口
減
少
社
会
対
策



04

観光の振興

◦誘客範囲を九州北部から徐々に拡大する観光客誘致
◦九十九島とハウステンボスの連携強化による認知度向
上と集客強化
◦「海風の国」佐世保・小値賀観光圏のブランドコンセプ
トに基づいた滞在交流型観光の推進
◦世界文化遺産「黒島の集落」や日本遺産「鎮守府」「三川
内焼」の観光ブランドを活用した佐世保の魅力発信
◦長崎県の「まちづくり応援事業」の認定を受けた江迎地
区などの観光地域づくり
◦広域圏の観光情報や周遊ルートを掲載したデジタル
マップや周遊企画、SNS を効果的に活用した観光情報
の発信
◦九十九島水族館海きららの老朽化対策とリニューアル
の検討
◦海外への継続的な情報発信と入国制限緩和後のインバ
ウンド誘致

地場企業の振興

◦低利で利用しやすい従来の制度融資にDX資金を創設
し、資金調達面での市内中小企業のDXに向けた設備
投資の促進
◦佐世保市産業支援センターにおける市内中小企業の経
営支援強化や専門家による企業の IT 化を含むDXへの
取り組み支援、スタートアップやベンチャー企業の発
掘・育成、サテライトオフィスの誘致促進

農林業の振興

◦西海みかんや長崎和牛に続く特産品の創出と産品のさ
らなるブランド力の向上、農地などの生産基盤の整備
◦就農希望者への本市独自の研修実施・初期費用の支援
◦森林整備を推進するための効率的な林道の路網整備

水産業の振興

◦水産資源維持増大のための水産センターの機能強化と
付加価値の高い種

しゆびよう
苗の研究開発

◦水産市場に隣接する水産加工団地用地の売却と利活用

◦佐世保相浦工業団地への製造業の誘致
◦市中心部の民間オフィスビル整備などへの支援
◦立地企業への採用支援などのアフターフォロー

活力あふれる国際都市

観光商工政策 農林水産政策

企業立地政策

佐
世
保
相
浦
工
業
団
地

第 7次佐世保市総合計画

新
種
苗
と
な
る
カ
ワ
ハ
ギ
の
稚
魚
に

餌
を
与
え
る
水
産
セ
ン
タ
ー
の
職
員

しごと
work

05

母子保健の推進と安心な育児環境の充実

◦妊婦健康診査等における多胎妊産婦への支援の拡充
◦産後ケアの利用期間の延長（出産後 1年未満）

地域での子どもと子育ての支援

◦地域での自主的な子育て支援アイデア活動への助成
◦子ども・子育てを通じ人が集い、つながり合う場とな
る中央公園内への屋内遊び場の整備

幼児教育・保育の充実

◦既存施設の改修等に合わせた利用定員の拡充
◦医療的ケア児の受け入れのために看護師等を配置して
いる施設への一部経費補助

子育て情報の発信

◦「子育て応援アプリ」を活用した子育て情報の発信

学校教育の充実
◦本市独自の「スマート・スクール・SASEBO構想」に基
づき整備した一人一台端末を、学校や家庭での学びに
効果的に活用し、新しい学びを実現するための教職員
研修や ICT 支援員の配置拡充、セキュリティ強化など
ICT利活用のための支援の実施
◦学校規模の適正化や通学区域の見直し
◦新しい 3学期制に向けた円滑な制度移行の準備による
児童生徒の望ましい教育環境の確保
◦年々増加する不登校などのさまざまな課題に対応するた
めにスクールソーシャルワーカーを増員し継続事案への
対応、定期的な巡回訪問などによる教育相談の充実

豊かな心を育むまちづくり
◦ 4月 1日から設置するコミュニティセンター（旧公立
公民館）での主催講座の開催や職員研修の実施

生涯学習・生涯スポーツの充実

◦東京 2020 オリンピック聖火リレーの開催や事前キャ
ンプの受け入れ
◦スポーツ施策を中長期的かつ横断的に推進するための
「スポーツ推進計画」の策定

歴史文化の保存・活用

◦日本遺産「鎮守府」の情報発信拠点となる立神音楽室を
含む立神広場の整備
◦福井洞窟ミュージアムのオープン

育み、学び、認め合う「人財」育成都市

子ども未来政策 教育政策

立
神
音
楽
室

中
央
公
園
屋
内
遊
び
場（
イ
メ
ー
ジ
）

ひと
citizen



06

居住誘導の推進

◦公民連携で都市の再生を図る「都市再生整備計画」を作成

地域の特性に応じたまちづくりの推進
◦地域特性に応じた道路などの都市基盤整備や佐世保ら
しい美しく魅力ある景観づくりによる持続可能なまち
づくりの推進

公園の機能充実
◦「緑の基本計画」を見直し、都市公園の整備と管理の方
針などを策定

安全安心な水の安定供給の推進
◦水源開発や水道施設の計画的な更新・再構築と維持管理
◦適切な水質管理

公共下水道の普及推進と安定処理
◦公共下水道の早期整備と施設の計画的な維持管理、処
理水の適切な水質管理
◦自然災害や事故等の発生に対し迅速に対応するための
危機対応力の向上

暮らしと成長を支える道路ネットワークの充実
◦国の「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対
策」に掲げるミッシングリンク（未整備のため道路が途
切れる区間）の解消、暫定2車線道路の4車線化とダブ
ルネットワークの構築に資する事業（西九州自動車道の
延伸や4車線化、東彼杵道路の早期事業化など）の推進
◦幹線道路を補完しネットワークを形成する県道整備へ
の協力
◦市民生活に密着した市道整備

道路施設の老朽化対策
◦長期的なライフサイクルコストの低減を目指す長寿命
化のための予防保全型のメンテナンスへの移行
◦AI、ICT 等の新技術活用による維持管理の効率化と技
術を活用できる人材育成、技術継承

命を守る斜面地・浸水対策の推進
◦急傾斜地の崩壊を防止する対策工事
◦県が実施する二級河川改修工事への協力
◦緊急度に応じた計画的な河川整備と維持管理（樹木伐
採・しゅんせつ）
◦長寿命化計画に基づく排水ポンプ等の老朽化対策
◦災害危険箇所や避難場所等を示す洪水・土砂災害のハ
ザードマップの作成と市民への周知

環境保全活動の推進
◦幅広い年代が利用できる ICT を活用した多様な環境教
育プログラムの実施や、自然観察会の開催などによる
環境教育・環境学習の推進と自然環境の保全

ごみの減量化と適正処理の促進
◦効率的で安定したごみ処理の実施や施設の延命化など
の総合的な整備による計画的なごみ処理の推進
◦啓発活動などによる一層の食品ロス削減推進と事業系
ごみの一層の減量化・資源化を図るための調査の実施

人流と物流を支えるみなとづくり

◦三浦地区を中心としたにぎわいを創出する交流拠点と
なるまちづくり
◦鯨瀬ふ頭における港湾施設の再編事業と民間活力導入
を含めた土地活用
◦日本船社へのポートセールスと寄港の受け入れ、外航
クルーズの運航再開を見据えた体制づくり

西九州を牽
けん
引する創造都市

都市政策

まち
town

水道政策

土木政策

環境政策

港湾政策
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地域コミュニティの活性化の推進

◦コミュニティセンターの利用促進と地区自治協議会の
地域運営の確立を目指した調査研究の実施

安全安心施策の推進
◦交通安全シミュレータの活用、消費生活等講座に関す
出前型教育の拡充
◦犯罪被害者支援のための担当者研修や広報・啓発
◦食料等の現物備蓄など災害に対する備えの拡充

健康づくりの推進

◦新しい生活様式を実践しながら、「させぼ健康ポイント
事業」による気軽に楽しく健康づくりに取り組むきっ
かけづくりと、健康づくりを継続する人への支援

質の高い地域医療体制の充実
◦感染症に対応した適切な救急医療体制の維持と、良質
で適切な医療・介護の提供支援
◦医療人材の確保などによる地域医療提供体制の確保

高齢者になっても健康で自立した生活ができる環境づくり
◦地域包括ケアシステムのさらなる拡充と深化による高
齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを継続でき
る社会の構築

障がい者の自立と社会参加の環境づくり
◦佐世保市障がい者プランなどで策定した取り組みの着
実な実施と共生社会の実現

火災や自然災害対策の推進

◦新たな消防局総合訓練場や災害用ドローンの整備によ
る災害対応力の向上
◦激甚化する台風や大雨などの自然災害対策
◦消防団中隊本部や分団に水害救助用セーフティーボー
トの追加配備など

救急・救助の高度化
◦適切な感染症等対策と市民が安心して利用できる救急
救助体制の継続
◦応急手当の普及啓発と救急隊員による処置や医療機関
への搬送体制充実による生存率の向上

災害や緊急事態に対応できる体制の充実強化
◦「佐世保市危機対策会議」の弾力的運用による大規模自
然災害などの危機事象に対する全庁的なマネジメント
体制の構築
◦災害対策本部の迅速な設置と機動的な活動体制づくり

災害情報の確実な伝達

◦防災行政無線戸別受信機の無償貸与による段階的かつ
計画的な全市域の環境整備
◦災害情報配信サービスなど情報伝達を補完する手段の
広報周知

地域が社会を築く安心都市

くらし
life

市民生活政策

保健福祉政策

防災危機管理政策

させぼ
健康
ポイント

消防政策

訓
練
を
行
う
消
防
局
職
員



08

移住政策

◦本市や連携自治体の関係人口創出のため、地域の魅力
を活用した周遊型ワーケーションなどの事業を新設

地域の重要な都市基盤である公共交通
◦「佐世保市地域公共交通再編実施計画」の施策の実施
◦次期計画策定に向けた検討

文化の振興
◦佐世保地域文化事業財団によるアルカス SASEBO、市
民文化ホール、博物館島瀬美術センターの一元管理

市民の多文化交流の推進
◦オンラインを積極的に活用した姉妹都市等との交流事
業と「多文化共生社会」の進展

ICT を原動力としたまちづくりの推進
◦ ICT 戦略をバージョンアップし、各施策におけるデジ
タル化への取り組みを加速
◦「書面、押印、対面」の存り方を見直し、インターネッ
トを利用して手続きや届け出が行えるように行政手続
きのオンライン化、キャッシュレス化を推進

健全で持続可能な財政運営の推進
◦第 7次総合計画のマネジメントスキームに合わせた財
政計画の策定や予算編成
◦クレジット納付収納などの活用促進や徴収体制の一元
化の検討
◦資産活用基本方針に基づく遊休財産の利活用
◦「第１期公共施設適正配置・保全実施計画」に沿った施
設の適正規模への見直しと計画的な保全

効果的で効率的な行政運営の推進
◦最終年度となる「第 6次佐世保市行財政改革推進計画
（後期プラン）」の着実な推進
◦取り巻く社会経済情勢の今後の変化などを見据えた次
期行革プランの策定

基地との共存共生の推進
◦「前畑弾薬庫の移転・返還」の早期実現のため、国に対
し米側との協議の加速による移設事業全体の工程の早
急な提示を要請
◦崎辺東地区での海上自衛隊の大規模な施設整備開始に
伴い、国に対し地域住民の生活環境への配慮や適時適
切な地元説明会の実施を要請

行政経営

行政経営
Administrative 
management

　本市のまちづくりの基盤として極めて重要な水の安定的
な供給のため、早期の完成が必要となる石木ダム建設事業
について、事業主体である長崎県を中心に取り組んでいま
す。
　昨年には、国を当事者とした事業認定取消訴訟で、原告
側が控訴審判決を不服として提起した上告を最高裁判所が
棄却の決定を行いました。これによって事業認定取消訴訟
の司法判断が確定し、石木ダムの必要性が司法判断におい
ても改めて認められました。
　建設予定地では、ダム本体工事に向けた契約もされるな

ど、着実な事業の進
しんちよく
捗が図られています。

　新たな水源の確保は、水の安定供給や老朽化した水道施
設の更新に必要不可欠なものであり、さらには、昨今の感
染症対策で求められる公衆衛生の役割や疲弊した市民生活
や地域経済の中での渇水の影響を考えると、事業の必要性・
緊急性はますます高まってきています。
　本市では、何としても石木ダムによる新たな水源の確保
を早期に実現しなければならないと考えており、議会の皆
さまと思いを一つにし、一体となって進めていきます。

石木ダム建設事業重点課題
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歳入予算構成比

諸収入
3.7%

一般会計

1177 億
2816 万円

市税
23.7%

繰入金など
9.9%

地方交付税
20.2%

国庫支出金
19.7%

市債
7.7%

県支出金
8.1%

その他
 6.9%

歳出予算構成比

一般会計

1177 億
2816 万円

教育費
9.7%

民生費
40.9%

総務費
10.0%

衛生費
10.1%

公債費
8.9%

土木費
6.5%

商工費
     5.5%

消防費
    4.1%

その他
    4.6%

　令和 3年度一般会計当初予算は、今後新型コロナウイル
スワクチン接種が予定されており、その収束の後、年度後
半から本格的に景気が回復していくという基本的な考えの
下、感染拡大防止と社会経済活動の両立を図りながらポス
トコロナの新しい時代を目指すとともに、第 7次総合計画
を確実に推進していくこととする「ポストコロナ時代を見
据えた健全財政と圏域の活性化の両立」を掲げ、改革を進
めつつ、財源の重点的な配分に努めています。
　社会保障や教育など市民生活の基盤を支える施策につい
ては、所要の財源を確保した上で、第 7次総合計画が目指
すまちづくりの方向性である 4つの都市像（「しごと」「ひ
と」「まち」「くらし」をけん引する「８つのリーディングプ
ロジェクト」や新しい生活様式などのポストコロナ対応事
業に財源を優先配分するなど、「選択と集中」の徹底による
戦略的財源配分に取り組んでいます。

　前年度当初予算と比較すると、社会保障関係費の増加へ
の対応に加え、第 7次総合計画で目指すまちづくりに貢献
する事業やリーディングプロジェクトなどへの財源の重点
配分を行ったものの、九十九島観光公園の整備や一部地域
でのアナログ式からデジタル式に更新する防災行政無線整
備事業が終了したことで予算額が減少し、前年度当初予算
と比べると 2.6％、31.2 億円減少しています。
　また、コロナ禍の影響は少なからずありますが、地方財
政対策による地方交付税等の増によって前年度と同程度の
地方一般財源が確保されたことから、その影響は小さくな
ると見込んでいます。一方で税収等はいまだに不透明な状
況であり、その影響幅が拡大する恐れもあることから、当
初予算ではその下振れを想定し、生活関連公共事業の一部
を補正予定として、今後歳入一般財源の見通しが立った段
階で調整することにしています。

当初予算令和 3年度一般会計当初予算

ポストコロナ関連事業
　新型コロナウイルス感染症対応関連経費を含む「地域
未来構想20」に基づく取り組み64事業と、新しい生活
様式の実現をけん引するポストコロナ対応事業4事業
を合わせ8億 7679万円（68事業）を計上しています。
主な予算の内訳
◦ポストコロナ対応事業（4事業）
❶電子決裁・文書管理システム経費　2230万円
❷先進的 ICT技術活用企画費　530万円
❸政策企画調整事業　9674万円
❹地域経済潜在力調査事業　100万円
※❶❷はDX関連事業にも含まれます。

◦DX関連事業
①汎用電子申請システム基盤運用費　755万円
②情報セキュリティ推進事業費　714万円
③電子入札システム経費　1498万円
④中小企業経営向上事業費　500万円　など

人口減少対策事業
　本市や広域圏全体の人口増加につなげるため、これ
までの移住支援制度を継続しながら、新たな取り組み
を行います。
主な予算の内訳
◦UJI ターン促進事業　6408万円

令和 3 年度の主な事業



　地域主体の半島振興に取り組んでいる俵ヶ浦半島
では、市民や国内外の観光客を呼び込み、九十九島観
光の周遊性を向上させる新たな拠点として、「九十九
島観光公園」の整備を進めてきました。
　令和 2年度に九十九島観光公園の整備が一部完了
し、3月末から暫定オープンしています。約 4.7 ヘ
クタールの広大な芝生広場の丘「眺望の丘」からは
九十九島の大パノラマを見渡すことができ、市民の
皆さんだけでなく本市を訪れる観光客の皆さんにも
これまでにない景観を体感していただけます。
　令和 3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響
で見合わせていた本格利用を見据えた公園整備の民
間事業者からの事業提案や、九十九島動植物園の移
転の方向性を示していきます。
　半島住民の皆さんが取り組まれる地域振興の活動
の場やさまざまなイベント開催地として利用してい
ただける公園を目指していきますので、どうぞお越
しください。
供用開始　　3月 28日（日）※暫定オープン。
整備面積　　12.9ha（芝生広場 4.7ha）
駐 車 場　　普通車 250台、大型車 30台（無料）　

８つのリーディングプロジェクト

名切地区再整備
4億9150万円

　名切地区では、中心市街地の貴重な公有地を有効
活用し、佐世保を象徴する場として憩いと交流の拠
点をつくるため、「名切地区まちづくり構想」に基づ
き段階的な整備を行っています。
　令和 3 年度は、本市初めての P

ピーエフアイ
F I および P

パーク
ark-

P
ピーエフアイ
F I（官民連携手法）事業として中央公園のリニュー

アル工事に着手します。現スポーツ広場では「屋内遊
び場」など中心市街地のにぎわいの創出や多様な世帯
の交流を育み、旧児童文化館一帯の斜面地では自然
環境や地形を生かした子どもも大人も楽しめる土地
利用を行います。また、噴水広場をリニューアルし、
憩いの場を創出します。
　令和 4年 4月には、市民の皆さんだけでなく、本
市を訪れる観光客にとっても西九州地域のシンボ
リックな公園として生まれ変わる予定です。
◦中央公園整備および管理運営事業　4億 3050万円
　など

俵ヶ浦半島開発
4500万円

1
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3

4

5

6
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（事業者提案のイメージ）
1屋外広場2屋内遊び場3レストラン4カフェ5キャンプ利用案内所
6デイキャンプ場7屋外遊び場8オートキャンプ場

※詳しくは右の画像から市ホームページをご覧ください。
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まち
ひと

まち

（写真上：昨年10月時点の九十九島観光公園、下：眺望の丘からの眺め）
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基地との共存共生
6億 1467 万円

　自衛隊による崎辺地区の利活用が進む中、市中心部と
崎辺地区を直結し、大黒・天神地区の狭い道路交通環境
を改善するため、令和 3 年度は、引き続き前畑崎辺道路
の建設工事を進めていきます（事業期間は令和 6 年度ま
での予定）。
　また、前畑弾薬庫の針尾島弾薬集積所への移転・集約
に伴い、国が工事用道路の調査・測量などを行います。

英語が話せる街  佐世保
1602 万円

　「佐世保に住めば英語が身に付く」という新たなまちの
魅力づくりに官民連携で取り組んでいます。令和 3 年度
は、グローバル社会で活躍できる次世代リーダーを育成
するため、新たに小学生を対象とした「SASEBO グロー
バルキッズ・チャレンジ事業」を実施するなど、さまざ
まな事業に取り組んでいきます。
◦国際理解教育推進事業　682 万円
◦教職員の研修・教育研究　40 万円
◦英語シャワー事業　880 万円

世界で最も美しい湾クラブ加盟
世界遺産・日本遺産の活用

1 億 2258 万円

　世界で最も美しい湾「九十九島」、世界文化遺産「黒島
の集落」、日本遺産「佐世保鎮守府・三川内焼」などの観
光資源を活用し、メディアや SNS を通じてその魅力を
全国・全世界に発信します。黒島地区では、観光客の受
け入れ態勢整備に取り組みます。
◦世界で最も美しい九十九島湾クラブ推進事業   1356 万円
◦世界遺産保存整備事業 　3599 万円　など

●●

●
● ●

●

海上自衛隊
による
利活用計画
（崎辺東地区）

前畑崎辺
道路

佐世保
弾薬補給所
（前畑弾薬庫）

陸上自衛隊
崎辺分屯地
（崎辺西地区）

港小学校
崎辺中学校

佐世保みなと IC

佐世保駅

西九州
自動車道

●

クルーズ船入港体制整備
1 億 362 万円

　

　国際クルーズ拠点形成に伴うクルーズ船観光客の増加
による地域経済の活性化を目指しています。昨年、浦頭
地区の岸壁と旅客ターミナルが完成し、令和 3 年度は、
本格的なクルーズ再開後に大型バスや来場者などをス
ムーズに誘導できるように周辺環境を整備します。また、
地域経済効果につなげる取り組みや地域課題への対応を
引き続き行い、感染予防対策を踏まえた観光案内やにぎ
わいづくりに取り組みます。
◦佐世保港国際クルーズ拠点形成事業　3873 万円
◦大型客船対応基盤整備事業　3877 万円　など

特定複合観光施設（IR）誘致
1 億 1995 万円

　IR 誘致では、国際競争力の高い魅力ある滞在型観光を
実現し、広範囲の観光や地域経済の振興、財政の改善を
目指しています。本年 1 月から長崎県の実施方針に基づ
き事業者の公募が行われており、夏ごろまでに選定され
ます。令和 3 年度は、長崎県や選定事業者と連携し区域
認定に向けた区域整備計画の作成や、生活インフラ等の
環境整備、ギャンブル等依存症などの懸念事項対策を行
います。
◦区域認定申請準備に係る経費　3099 万円　など

企業立地の推進
2 億 367 万円

　市外企業の誘致と既存企業の規模拡大の設備投資を促
進し、新たな雇用の創出と地域活性化を図ります。令和
3 年度は、Web 面談など非接触型の営業手法を活用す
るなど「佐世保相浦工業団地」への誘致活動を積極的に
進めます。
◦企業誘致活動事業　1143 万円
◦企業立地奨励事業　1 億 9129 万円
◦市営工業団地整備事業（相浦地区）　95 万円

まち

行政
経営

しごと

まち

ひと

しごと

浦
頭
地
区
の
旅
客
タ
ー
ミ
ナ
ル
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3 年度に取り組む事業トピックス

　市
役
所
内
で
の
紙
へ
の
押
印
に
よ
る
従
来

の
決
裁
方
法
を
見
直
し
、
電
子
的
に
決
裁
を

行
う
た
め
の「
電
子
決
裁
・
文
書
管
理
シ
ス

テ
ム
」を
構
築
し
ま
す
。
令
和
3
年
度
に
業

者
を
決
定
し
、
同
5
年
度
に
本
稼
働
す
る
予

定
で
す
。

　市
役
所
内
で
の
紙
文
書
を
テ
キ
ス
ト
デ
ー

タ
に
変
換
す
る
A
I（
人
工
知
能
）搭
載
の

光
学
文
字
認
識
ツ
ー
ル（
A
I
ー
O
C
R
）

を
試
行
導
入
し
、
単
純
作
業
の
省
力
化
に

よ
っ
て
業
務
効
率
化
を
図
り
ま
す
。

ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
関
連
事
業

電
子
決
裁
・
文
書
管
理
シ
ス
テ
ム

経
費
　2
2
3
0
万
円

先
進
的
I
C
T
技
術
活
用
企
画
費
　

5
3
0
万
円

産業コーディネート事業
3470 万円

　佐世保市産業支援センターでの支援体制の強化を主と
したソフト面での機能を拡充します。
◦スタートアップ、ベンチャー、中小企業の IT 化を含む
DX支援のための産業コーディネーターを増員　など

中小企業融資
（中小企業 DX 資金融資制度）

2 億円

　

　市の制度融資にDX資金を創設し、中小企業の IT 化
を含むDXに必要な運転・設備資金を対象に、低金利で
の貸し付けによる支援を行います。

◦融資限度額　1事業者当たり 3000万円
◦融資利率　　0.7％
◦融資期間　　10年以内
◦据置期間　　1年以内
◦事業者負担保証料　0.45％～ 1.14％

DX 

しごと

しごと

農水産物等特産品販路拡大事業
2266 万円

　「西九州食財（西九州させぼ広域都市圏内の農水産
物）」の情報発信や新市場でのフェア支援などを実施し
ます。新市場の開拓などによって販売額の増加から生産
面積の拡大につなげ、生産性の向上、新規就業、担い手
の確保に努めます。

次世代育成推進事業
（子ども子育て官民連携事業）

662 万円

　「子どもを安心して産み、楽しく育て、子どもが健や
かに成長できるまちづくり」を展開するため、官民連携
による子育て支援の取り組みを包括的に進めます。
◦欲しい情報を必要な人に確実に届ける「子育て応援ア
プリ」の導入
◦食事の提供などを通じた子どもの見守り体制の強化

※「西九州食財」の詳細は右の画像からご覧
になれます。

ひと

しごと
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　避
難
所
等
の
環
境
整
備
や
脱
炭
素
化
の
た

め
、「
西
九
州
さ
せ
ぼ
パ
ワ
ー
ズ
」が
市
公
共

施
設
27
カ
所
に
設
置
す
る
太
陽
光
発
電
パ
ネ

ル
や
蓄
電
池
の
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

　感
染
症
拡
大
に
よ
る
地
域
経
済
へ
の
影
響

を
産
業
構
造
や
人
口
動
態
、
人
の
流
れ
等
の

官
民
ビ
ッ
ク
デ
ー
タ
を
集
約
し
可
視
化
す
る

国
提
供
の
シ
ス
テ
ム「
R
リ
ー
サ
ス

E
S
A
S
」な
ど
の

デ
ー
タ
を
用
い
て
分
析
・
調
査
を
行
い
可
視
化

し
、
施
策
や
支
援
策
な
ど
を
検
討
し
ま
す
。

①
コ
ロ
ナ
禍
前
後
で
の
地
域
経
済
変
化
分
析

②
企
業
ヒ
ア
リ
ン
グ

③
分
析
や
ヒ
ア
リ
ン
グ
の
結
果
か
ら
支
援
の

方
向
性
や
成
長
分
野
を
確
認

政
策
企
画
調
整
事
業（
太
陽
光
発
電
パ

ネ
ル
・
蓄
電
池
導
入
） 9
6
7
4
万
円

地
域
経
済
潜
在
力
調
査
事
業

1
0
0
万
円

西九州させぼパワーズ

スマート・スクール・SASEBO
構想関連事業
5 億 1184 万円

　学校や家庭で存分に活用できる一人一台端末環境を整
備し、児童生徒の新しい時代を生き抜く創造性や社会性
を育みます。

教育生活相談・あすなろ教室運営
4205 万円

　いじめや不登校などの未然防止・早期発見につなげる
ため、「スクールソーシャルワーカー」を増員し、迅速か
つ的確な対応に向けた訪問型の支援を充実させます。児
童生徒や保護者のニーズに合わせて、コミュニティセン
ターなどに「サテライトあすなろ教室」を開設します。

地区自治協議会関連
8762 万円

　地区自治協議会の安定した運営が行えるように活動を
支援します。自主財源の確保に向けたセミナー・研究会
を開催します。地域組織の可視化と地域運営に関する在
り方を検討します。

スマート・スクール・SASEBO構想
A 学校や家庭で存分に活用できる端末などの整

備
B  学びにおける制約からの解放
C  個別に最適化された学びを実現
D  新しい時代を生き抜く創造性や社会性を育成

ひと

くらし

ひと

災害援護事業
1126 万円

　災害時用備蓄品のうち、食糧品や衛生用品の現物備蓄
量を 1 日分から 3 日分に拡充し、災害時の備蓄体制を
強化します。

佐世保市国土強靭化地域計画に
関連する事業

707 万円

　小型水陸両用バギーの習熟訓練やがれき救助訓練のた
めの施設整備を行います。佐世保川流域の消防団中隊本
部や分団にセーフティボートを追加配備し、浸水対策を
図ります。災害発生時の迅速かつ正確な情報収集や逃げ
遅れた住民の早期救出のため、災害用ドローンの整備・
運用を行います。

UJI ターン促進事業
6408 万円

　人口減少対策の一環として、長崎県や関係団体、広域
圏構成市町と協力しながら、移住相談や地域の PR、移
住希望者に対する支援を行います。新たに市民と協働し
た移住促進の取り組みや任期制自衛官の定住、新卒や第
二新卒者の移住などを目的とした事業を実施します。

くらし

行政
経営

くらし


